
S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
1-
3 
R0
 

Ⅵ-3-別添 1-3 竜巻防護ネットの強度計算書 

2023年 5月 

中国電力株式会社 

島根原子力発電所第２号機 審査資料 

資料番号 NS2-添3-013-03改01

提出年月日 2023 年 5 月 31 日 



 

 

 

S2
 
補

 Ⅵ
-
3-
別
添

1-
3 
R0
 

目 次 

1. 概要 ····································································  1 

2. 基本方針 ································································  2 

2.1 位置 ··································································  2 

2.2 構造概要 ······························································  7 

2.3 評価方針 ······························································  9 

2.4 適用規格・基準等 ·····················································  12 

3. 強度評価方法 ···························································  13 

3.1 記号の定義 ···························································  13 

3.2 評価対象部位 ·························································  18 

3.3 荷重及び荷重の組合せ ·················································  21 

3.4 許容限界 ·····························································  26 

3.5 評価方法 ·····························································  34 

4. 評価条件 ·······························································  51 

4.1 荷重条件 ·····························································  51 

4.2 竜巻防護ネット仕様 ···················································  52 

5. 強度評価結果 ···························································  57 

5.1 吸収エネルギ評価 ·····················································  57 

5.2 破断評価 ·····························································  60 

5.3 たわみ評価 ···························································  67 

 



 

1 

S2
 
補

 Ⅵ
-3
-別

添
1-
3 
R0
 

1. 概要 

本資料は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」に示すとおり，防護

対策施設である竜巻防護ネットが，外部事象防護対象施設の機能喪失に至る可能性のあ

る飛来物（以下「設計飛来物」という。）が外部事象防護対象施設へ衝突することを防止

するために，主要な部材が破断せず，たわみを生じても設計飛来物が外部事象防護対象

施設と衝突しないよう，竜巻防護ネットを構成する主要な構造部材が構造健全性を有す

ることを確認するものである。 
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2. 基本方針 

Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」を踏まえ，竜巻防護ネットの「2.1 

位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格・基準等」を示す。 

 

2.1 位置 

竜巻防護ネットは，海水ポンプエリア，原子炉建物外壁及び廃棄物処理建物外壁に

設置する。 

竜巻防護ネットの設置位置図を図 2－1 に，各設置位置における竜巻防護ネットの割

付図を図 2－2～図 2－4 に示す。 

 

 

 

 

図 2－1 竜巻防護ネットの設置位置図 

  

海水ポンプエリア ●：建物開口部 

2ＲＢ-Ｍ4 

2ＲｗＢ-ＡＧ1 

2ＲＢ-ＡＧ1，ＡＧ3，ＡＧ4 

2ＲＢ-ＡＧ5 2ＲＢ-ＡＧ2 

2ＲＢ-3 

2ＲＢ-ＢＯＰ2，ＢＯＰ3  
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注：ネットの数字は，後段の評価における整理番号 

図 2－2 竜巻防護ネットの割付図（海水ポンプエリア） 

 

 

注：ネットの数字は，後段の評価における整理番号 

図 2－3(1) 竜巻防護ネットの割付図（原子炉建物外壁） 

 

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦⑧
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注：ネットの数字は，後段の評価における整理番号 

図 2－3(2) 竜巻防護ネットの割付図（原子炉建物外壁） 

 

 

注：ネットの数字は，後段の評価における整理番号 

図 2－3(3) 竜巻防護ネットの割付図（原子炉建物外壁） 
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注：ネットの数字は，後段の評価における整理番号 

図 2－3(4) 竜巻防護ネットの割付図（原子炉建物外壁） 

 

 

注：ネットの数字は，後段の評価における整理番号 

図 2－3(5) 竜巻防護ネットの割付図（原子炉建物外壁） 
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平面図 

 

 

（側面）                      （正面）                      （側面） 

立面図 

 

注：ネットの数字は，後段の評価における整理番号 

図 2－3(6) 竜巻防護ネットの割付図（原子炉建物外壁） 

 

 

注：ネットの数字は，後段の評価における整理番号 

図 2－4 竜巻防護ネットの割付図（廃棄物処理建物外壁） 
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2.2 構造概要 

竜巻防護ネットの構造は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の

「3.1 竜巻防護ネットの構造設計」に示す構造計画を踏まえ設定する。 

竜巻防護ネットは，ネット，ワイヤロープ，接続冶具（支持部及び固定部）及び鋼

製枠から構成され，海水ポンプエリア，原子炉建物外壁及び廃棄物処理建物外壁に設

置する。竜巻防護ネットは，外部事象防護対象施設又は開口部周辺に設置した架構に

接続ボルトを用いて取り付けられ，架構は基礎若しくは建物の外壁により支持される。 

ネットは，4 辺を縫うように通したワイヤロープにより支持し，ワイヤロープは接

続冶具（支持部）を介して，鋼製枠に設置した接続冶具（固定部）にて支持する構造

とする。 

竜巻防護ネットは，ネットに作用する自重，設計飛来物による衝撃荷重及び風圧力

による荷重をワイヤロープ並びに接続冶具（支持部及び固定部）を介して，鋼製枠に

伝達する。 

鋼製枠は，ネットに作用する自重，設計飛来物による衝撃荷重及び風圧力による荷

重を，接続部を介して架構に伝達する。 

ネットは，設計飛来物が衝突した際に局部的に生じる衝撃荷重に耐え，変形するこ

とにより設計飛来物の持つ運動エネルギを吸収し，外部事象防護対象施設への衝突を

防止するものである。ネットは，らせん状の硬鋼線を 3 次元的に編み込み，編み込み

の方向によって主に荷重を受け持つ展開方向と展開直角方向の異方性を持っており，

ネットに対してＬ字に張った 2 本のワイヤロープで支持される。 

ワイヤロープは，展開方向に並行するワイヤロープと，展開方向に直交するワイヤ

ロープが接合されていることから，ワイヤロープの張力が均一に発生する構造となっ

ており，ワイヤロープは接続冶具（支持部）であるターンバックル及びシャックル並

びに接続冶具（固定部）である取付けプレート及び隅角部固定ボルトで支持される。

ワイヤロープは，ネットの自重による平常時のたわみが大きくならないように，初期

張力をかけ，トルク管理を行う。また，ネットは 2 枚以上重ねて敷設するため，それ

ぞれのネットの機能が発揮されるよう，ワイヤロープや接続冶具等はネットごとに同

じ構成にて設置する。 

竜巻防護ネットの概要図を図 2－5 に示す。 
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展開方向

ワイヤロープネット取付けプレート

シャックルターンバックル隅角部固定ボルト
＊ ＊ ＊

＊

 

 

注記＊：接続用の冶具 

図 2－5 竜巻防護ネットの概要図 
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2.3 評価方針 

竜巻防護ネットの強度計算は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」

の「2.3 荷重及び荷重の組合せ」及び「5.1 竜巻防護ネットの許容限界」にて設定

している荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界を踏まえて，竜巻防護ネットの評価対

象部位に作用する応力等が，許容限界に収まることを「3. 強度評価方法」に示す方

法により，「4. 評価条件」に示す評価条件を用いて計算し，「5. 強度評価結果」に

て確認する。 

竜巻防護ネットの評価フローを図 2－6 に示す。  

竜巻防護ネットの強度評価においては，その構造を踏まえて，設計竜巻による荷重

とこれに組み合わせる荷重（以下「設計荷重」という。）の作用方向及び伝達過程を考

慮し，評価対象部位を設定する。  

具体的には，設計荷重に対して，竜巻防護ネットは内側に設置した外部事象防護対

象施設の機能喪失に至る可能性のある設計飛来物を捕捉し，外部事象防護対象施設へ

衝突させないために，破断が生じないよう十分な余裕を持った強度を有すること及び

たわみが生じても，設計飛来物が外部事象防護対象施設と衝突しないよう外部事象防

護対象施設との離隔が確保できることを確認する。  

ネットの破断が生じないことを確認するために，ネットが設計飛来物の持つ運動エ

ネルギを吸収することができること及び設計飛来物の衝突箇所においてネット目合い

の破断が生じないよう十分な余裕を持った強度を有することを評価する。また，竜巻

防護ネットが設計飛来物を捕捉可能であることを確認するために，設計荷重に対して，

ネットを支持するワイヤロープ及び接続冶具（支持部及び固定部）に破断が生じない

よう十分な余裕を持った強度を有することを評価する。  

評価においては，竜巻防護ネットの形状及び評価条件として，展開方向寸法と展開

直角方向寸法の比（以下「アスペクト比」という。），設計飛来物の衝突位置の影響及

びネットの等価剛性の算定方法の影響を考慮する。 

ネット寸法のアスペクト比については，電力中央研究所報告書「高強度金網を用い

た竜巻飛来物対策工の合理的な衝撃応答評価手法」（総合報告：Ｏ01）（以下「電中研

報告書」という。）の評価式の適用性が確認されている 1：1～2：1 の範囲で使用し，

その範囲を外れる部分はエネルギ吸収等において有効な面積とならないため，ネット

の吸収エネルギ評価，ネットの破断評価及びたわみ評価において，評価ごとに保守的

な設定となるように，アスペクト比を考慮した評価を実施する。アスペクト比の影響

を考慮した評価におけるネット寸法の設定方法については，「3.5 評価方法」に示す。

また，アスペクト比の影響を考慮した評価におけるネット寸法は，「4. 評価条件」に

示す。 

設計飛来物の衝突位置の影響については，評価において設計飛来物がネット中心に

衝突する場合について評価を実施することから，中央位置からずれた位置（以下「オ
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フセット位置」という。）に衝突する場合の影響を考慮し，ネット，ワイヤロープ及び

接続冶具（支持部及び固定部）の破断評価において，評価における係数を設定する。

係数の設定については「3.5 評価方法」に示す。 

ネットの等価剛性については，電力中央研究所にて複数回実施している衝撃引張試

験の結果から算定する。等価剛性の算定の方法を考慮し，ネットの吸収エネルギ評価

及び竜巻防護ネットのたわみ評価において，評価における係数を設定する。係数の設

定については，「3.4 許容限界」に示す。 

ネット評価の考慮事項の選定について，表 2－1 に示す。 

竜巻防護ネットを支持し，ネットに作用する荷重が伝達される架構の強度評価は，

Ⅵ-3-別添 1-5「架構の強度計算書」に示す。 
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図 2－6 竜巻防護ネットの評価フロー 

  

荷重の伝達  

ネットの評価  

荷重条件（風圧力，飛来物，自重）  

ＳＴＡＲＴ 

ネット条件（寸法，枚数等）  

※1 

ワイヤロープ及び接続治具（支持部）の評価  

破断評価  

接続冶具（固定部）の評価  

※2 

※1 

ネットのたわみ評価  ネットのたわみ量の算定  
竜巻防護ネット全体の  

たわみ量の算定  
※2 

破断評価  ワイヤロープ張力の算定  
接続治具（支持部）に作用  

する応力の算定  

ワイヤロープのたわみ評価  ワイヤロープのたわみ量の算定  

ネットに作用する  

エネルギの算定  

剛性の導出過程を  

考慮した係数の考慮  
吸収エネルギ評価  

※3 

衝撃荷重の算定  
オフセット衝突を考慮  

した係数の考慮  

引張荷重の算定  

（目合い）  
破断評価  

※3 

接続治具（固定部）に  

作用する応力の算定  

たわみ評価  
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表 2－1 ネット評価の考慮事項の選定 

 吸収エネルギ評価 破断評価 たわみ評価 

算定方法 

設計飛来物の有する運

動エネルギ，自重及び

風圧力により生じるエ

ネルギを算定し，ネッ

トに生じるエネルギの

総量を算定。 

自重，設計飛来物によ

るネットへの衝撃荷重

及び風圧力による荷重

を算定し，ネットの引

張荷重及びワイヤロー

プの張力，接続冶具に

発生する応力を算定。 

自重，設計飛来物によ

る衝撃荷重及び風圧力

による荷重によりネッ

ト及びワイヤロープに

生じるたわみ量を 算

定。 

アスペクト比 

アスペクト比の影響を

考慮してネット寸法を

設定。 

アスペクト比の影響を

考慮してネット寸法を

設定。 

アスペクト比の影響

を考慮してネット寸

法を設定。 

衝突位置 

オフセット衝突時のネ

ットの吸収エネルギは

中央衝突と同等である

ことから，オフセット

による影響はなく考慮

不要。 

オフセット衝突時の衝

撃荷重が中央衝突より

増加することを算定荷

重に考慮。 

ネットの最大たわみ位

置である中央位置のた

わみ及びオフセット位

置のたわみを考慮し

て，たわみ量を設定。 

 

2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・日本産業規格（ＪＩＳ） 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005 改定） 

・建築物荷重指針・同解説（（社）日本建築学会，2004 改定） 

・小規模吊橋指針・同解説（（社）日本道路協会，平成 20 年 8 月） 
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

(1) 荷重の算定 

荷重の算定に用いる記号を表 3－1 に示す。 

 

表 3－1 荷重の算定に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ａａ m2 ネットの面積 

Ｃ － 竜巻防護ネットの風力係数 

ｄ m 設計飛来物衝突後の設計飛来物の移動距離 

Ｅｆ kJ 設計飛来物衝突時にネットに作用するエネルギ 

Ｆａ kN 設計飛来物衝突時にネットが受ける最大衝撃荷重 

Ｆａ'' kN 設計飛来物衝突時にネットが受ける衝撃荷重 

Ｇ － ガスト影響係数 

ｍ kg 設計飛来物の質量 

Ｑ kN/s 衝撃荷重が時間とともに比例する際の比例係数 

ｑ N/mm2 設計用速度圧 

ｔ s 時間 

ｔ1 s 設計飛来物が衝突しネットのたわみ量が最大になる時間 

Ｖ m/s ネットへの衝突後の設計飛来物の飛来速度 

Ｖ1 m/s ネットへの設計飛来物の衝突速度 

ＶＤ m/s 設計竜巻の最大風速 

ＷＷ kN 風圧力による荷重 

δ m 設計飛来物衝突時のネットの最大たわみ量 

ρ kg/m3 空気密度 

φ － ネットの充実率 
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(2) 吸収エネルギ評価 

吸収エネルギ評価に用いる記号を表 3－2 に示す。 

 

表 3－2 吸収エネルギ評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ａ mm ネット 1 目合いの対角寸法 

ａｓ mm ネット 1 目合いの破断変位 

ｂ mm 設計飛来物の端面の長辺方向寸法 

ｃ mm 設計飛来物の端面の短辺方向寸法 

Ｅｉ kJ ｉ番目の列におけるネットの吸収可能なエネルギ 

Ｅｍａｘ kJ ネット設置枚数ｎを考慮した限界吸収エネルギ 

Ｅｍａｘ' kJ 
等価剛性の導出過程を踏まえた係数及びネット設置枚数ｎを考慮

した限界吸収エネルギ 

Ｅｔ kJ ネット設置枚数ｎを考慮したネットに作用する全エネルギ 

Ｅｗ kJ 自重及び風圧力によりネットに作用する外力エネルギ 

Ｆｉ kN 設計飛来物衝突時のｉ番目の列における作用力 

Ｆｗ kN 自重及び風圧力によりネットに作用する荷重 

Ｋ kN/m ネット 1 目合いの等価剛性 

Ｋｘ' kN/m ネット 1 目合いの展開方向の 1 列の等価剛性 

Ｋｘ kN/m 
ネット設置枚数ｎを考慮したネット 1 目合いの展開方向の 1 列の

等価剛性 

Ｌｘ m ネット展開方向寸法 

Ｌｙ m ネット展開直角方向寸法 

ｎ － 主金網の枚数 

Ｎｘ － ネット展開方向目合い数 

Ｎｙ － ネット展開直角方向目合い数 

Ｐｉ kN 設計飛来物衝突時にネットに発生するｉ番目の列における張力 

Ｐｗ kN ネットの自重により作用する荷重 

Ｘｉ m ｉ列目のネットの伸び 

δａ m 自重及び風圧力による荷重によるネットのたわみ量 

δｉ m 設計飛来物衝突時のｉ番目の列におけるネットのたわみ量 

δｍａｘ m ネットの最大たわみ量 

θｉ deg ｉ番目の列におけるネットのたわみ角 

θｍａｘ deg ネットの最大たわみ角 
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(3) 破断評価 

破断評価に用いる記号を表 3－3 に示す。 

 

表 3－3(1) 破断評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

ａｗ mm 取付けプレート溶接部ののど厚 

Ａｂ mm2 隅角部固定ボルトの有効断面積 

ＣＣ － ワイヤグリップ効率 

Ｆ1 kN ネット 1 交点当たりの破断荷重 

Ｆ2 kN ワイヤロープの規格値（破断荷重） 

Ｆ3 kN ターンバックルの規格値（保証荷重） 

Ｆ4 kN シャックルの規格値 

Ｆａ' kN 
設計飛来物衝突時にネットが受けるオフセット衝突を加味した最

大衝撃荷重 

ＦＰ kN 
設計飛来物がネットに衝突する際に 1 本のワイヤロープから隅角

部へ作用する合成荷重 

ＦＰ' kN 
設計飛来物がネットに衝突する際に 2 本のワイヤロープから隅角

部へ作用する合成荷重 

Ｆｘ kN 
設計飛来物がネットに衝突する際ワイヤロープから隅角部へ作用

するＸ方向の合成荷重 

Ｆｙ kN 
設計飛来物がネットに衝突する際ワイヤロープから隅角部へ作用

するＹ方向の合成荷重 

Ｌ mm 取付けプレートの面取り長さ 

ＬＰｗ mm 取付けプレート溶接部の有効長さ 

ＬＰ1 mm 取付けプレート長さ（縦方向） 

ＬＰ2 mm 取付けプレート長さ（横方向） 

ｎ1 － 設計飛来物の衝突位置周辺のネット 1 枚当たりの交点の個数 

ｎ2 － 隅角部固定ボルト本数 

Ｓｗ mm 取付けプレート溶接部の溶接脚長 

Ｔ' kN 
設計飛来物のネットへの衝突によりネットに発生する張力の合計

の最大値 

Ｔ1' kN 
設計飛来物のネットへの衝突によりワイヤロープ 1 本に作用する

張力の最大値 

Ｔ1'' kN 
設計飛来物のネットへの衝突により補助金網を支持しているワイ

ヤロープ 1 本に作用する張力の最大値 
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表 3－3(2) 破断評価に用いる記号  

記号 単位 定義 

Ｔｘ kN ネット展開方向のワイヤロープから発生するＸ方向の荷重 

Ｔｘ' kN ネット展開直角方向のワイヤロープから発生するＸ方向の荷重 

Ｔｙ kN ネット展開方向のワイヤロープから発生するＹ方向の荷重 

Ｔｙ' kN ネット展開直角方向のワイヤロープから発生するＹ方向の荷重 

δｗｘ m ネット展開方向に平行なワイヤロープの変形後のたわみ量 

δｗｙ m ネット展開直角方向に平行なワイヤロープの変形後のたわみ量 

θ deg 設計飛来物衝突時のネットのたわみ角 

θ1 deg ネット展開方向に平行なワイヤロープの水平投影たわみ角 

θ2 deg ネット展開直角方向に平行なワイヤロープの水平投影たわみ角 

θｗ1 deg ネット展開方向に平行なワイヤロープのたわみ角 

θｗ2 deg ネット展開直角方向に平行なワイヤロープのたわみ角 

θｘ deg ネット展開方向に平行なネットたわみ角 

θｙ deg ネット展開直角方向に平行なネットたわみ角 

τｓ MPa 隅角部固定ボルトに発生するせん断応力 

τｗ MPa 取付けプレート溶接部に発生するせん断応力 
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(4) たわみ評価 

たわみ評価に用いる記号を表 3－4 に示す。 

 

表 3－4 たわみ評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ｌｂ m 変形前のワイヤロープ長さ 

Ｌｍｉｎ m 竜巻防護ネットと外部事象防護対象施設の最小離隔距離 

Ｌｓ m 直線区画のワイヤロープの変形後の長さの合計 

Ｌｙ' m ワイヤロープへの設計飛来物の影響範囲 

Ｌｚ m ワイヤロープの全長 

Ｓ m 変形後のワイヤロープ長さ 

Ｓｘ m ネット展開方向と平行に配置したワイヤロープの変形後の長さ 

Ｓｙ m ネット展開方向と直交するワイヤロープの変形後の長さ 

Ｓｔ m ネット展開方向に直交する辺の変形後のワイヤロープ長さ 

δ m 飛来物衝突時のネットの最大たわみ量 

δ' m 設計飛来物衝突時のワイヤロープの変形による伸び量 

δＬ m 直線区間のワイヤロープのたわみ量 

δｔ m ネットとワイヤロープの合計たわみ量 

δｗ m ワイヤロープのたわみ量 

ε － ワイヤロープのひずみ量 
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3.2 評価対象部位 

竜巻防護ネットの評価対象部位は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の

方針」の「5.1 竜巻防護ネットの許容限界」にて示している評価対象部位を踏まえて，

「2.2 構造概要」にて設定している構造に基づき，設計荷重の作用方向及び伝達過程

を考慮し設定する。竜巻防護ネットの評価対象部位を図 3－1 に示す。 

 

(1) ネット 

設計荷重はネットに直接作用するため，設計荷重に対する評価対象部位は，ネッ

トとする。 

 

(2) ワイヤロープ 

設計荷重はネットに作用し，ワイヤロープに作用するため，設計荷重に対する評

価対象部位は，ワイヤロープとする。 

 

(3) 接続冶具（支持部） 

設計荷重はネットに作用し，ワイヤロープを介して接続冶具（支持部）に作用す

るため，設計荷重に対する評価対象部位は，接続冶具（支持部）であるターンバッ

クル及びシャックルとする。 

 

(4) 接続冶具（固定部） 

設計荷重はネットに作用し，ワイヤロープ及び接続冶具（支持部）を介して接続

冶具（固定部）である隅角部固定ボルト及び取付けプレートに作用するため，設計

荷重に対する評価対象部位は，隅角部固定ボルト及び取付けプレートとする。 

取付けプレートの評価部位は，プレート本体，プレートと鋼製枠及び支持板の溶

接部並びに支持板と鋼製枠の溶接部があるが，評価上溶接部が最も短いプレートと

鋼製枠及び支持板の溶接部を評価対象部位とする。 

隅角部固定ボルトの評価対象部位を図 3－2 に，取付けプレートの評価対象部位を

図 3－3 に示す。 
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展開方向

ワイヤロープネット取付けプレート

シャックルターンバックル隅角部固定ボルト
＊ ＊ ＊

＊

評価対象部位

 

 

注記＊：接続用の冶具 

図 3－1 竜巻防護ネットの評価対象部位 
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鋼製枠

鋼管

隅角部固定ボルト

ワイヤロープ

評価対象部位
 

図 3－2 隅角部固定ボルトの評価対象部位 

 

 

鋼製枠

取付けプレート

支持板

評価対象部位

 

図 3－3 取付けプレートの評価対象部位 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の

「2.3 荷重及び荷重の組合せ」にて設定している荷重の種類を踏まえ設定する。 

 

(1) 荷重の設定 

a. 常時作用する荷重 

自重を考慮する。また，ワイヤロープ及び接続冶具（支持部及び固定部）につ

いては，ネットを支持する機能を有していることから，ネットの重量を荷重とし

て考慮する。なお，これらの自重はネットから作用する荷重に比べ十分に小さい

ことから考慮しない。 

 

b. 設計竜巻による荷重 

風圧力による荷重及び設計飛来物の衝撃荷重を考慮する。なお，竜巻防護ネッ

トは開かれた構造のため，気圧差による荷重は考慮しない。設計飛来物による衝

撃荷重としては，衝撃荷重が大きくなる向きで設計飛来物がネットに衝突するこ

とを想定する。 

強度評価に用いる荷重は，以下の方法により算定する。設計竜巻による荷重の

算定に用いる竜巻の特性値を表 3－5 に示す。 

 

表 3－5 設計竜巻による荷重の算定に用いる竜巻の特性値 

最大風速 

ＶＤ 

（m/s） 

移動速度 

ＶＴ 

（m/s） 

最大接線風速 

ＶＲｍ 

（m/s） 

最大気圧低下量 

ΔＰｍａｘ 

（N/m2） 

92 14 78 7500 

 

(a) 風圧力による荷重（ＷＷ） 

風圧力による荷重ＷＷは，次式により算定する。  

ａ
Ｗ

ｑ Ｇ Ｃ Ａ φ
Ｗ ＝

1000

   
 

設計用速度圧ｑは，次式により算定する。  

2
Ｄ

1
ｑ＝ ρ Ｖ

2
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(b) 設計飛来物による衝撃荷重（ＷＭ） 

破断評価においては，設計飛来物による衝撃荷重は以下のとおり算定する。 

ネットと設計飛来物による衝撃荷重Ｆａ''は時間とともに比例的に増加する

と仮定すると，衝撃荷重Ｆａ''は以下のとおり算定される。 

ａＦ ''＝Ｑ ｔ  ············································ (3．1) 

したがって，速度Ｖは式(3．1)の衝撃荷重Ｆａ''から，以下のとおり算定さ

れる。 

ｔ

ａ

0

1
Ｖ＝－ Ｆ ''ｄｔ

ｍ






 

  
2

1

Ｑ ｔ
＝－ ＋Ｖ

2 ｍ




 ····································· (3．2) 

さらに，設計飛来物の移動距離ｄは，式(3．2)の速度Ｖから以下のとおり算

定される。  

ｔ

0

ｄ＝ Ｖｄｔ





 

3

1

Ｑ ｔ
＝－ ＋Ｖ ｔ

6 ｍ





 ··································· (3．3) 

設計飛来物が衝突しネットのたわみが最大になる時間ｔ1 におけるネットの

変位はδ，設計飛来物の速度はＶ＝0 であるから式(3．2)及び(3．3)より， 

2
1 1Ｑ ｔ ＝2 ｍ Ｖ    ···································· (3．4) 

3
1

1 1

Ｑ ｔ
δ＝－ ＋Ｖ ｔ

6 ｍ





 

上記 2 式を連立し， 

1 1

2
δ＝ Ｖ ｔ

3
   

よって，  

1

1

3 δ
ｔ＝

2 Ｖ




 ············································· (3．5) 

以上より，時間ｔ1 における設計飛来物による衝撃荷重Ｆａは式(3．1)及び 

(3．4)より， 

1
ａ

1

2 ｍ Ｖ
Ｆ ＝

ｔ

 
 

さらに，式(3．5)と連立し， 

2
1

ａ

4 ｍ Ｖ
Ｆ ＝

3 δ

 


 ······································· (3．6)  
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また，時間ｔ1 における設計飛来物の衝突によりネットに作用する外力エネル

ギＥｆは，衝突時の設計飛来物の運動エネルギとして，以下より求められる。  

2
ｆ 1

1
Ｅ ＝ ｍ Ｖ

2
   ······································· (3．7) 

したがって，式(3．6)及び(3．7)より， 

ｆ
ａ

8 Ｅ
Ｆ ＝

3 δ




 ············································ (3．8) 
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(2) 荷重の組合せ 

a. ネット 

ネットに作用する荷重として，ネットの自重，設計飛来物がネットに衝突する

場合の衝撃荷重及び風圧力による荷重を組み合わせた荷重を設定する。 

 

b. ワイヤロープ及び接続冶具（支持部） 

設計飛来物がネットに衝突する場合にワイヤロープ等に作用する荷重は，ネッ

トからワイヤロープに伝達し，その荷重を接続冶具（支持部）であるターンバッ

クル及びシャックルを介して接続冶具（固定部）に伝達することから，ネットに

作用する荷重を評価対象部位であるワイヤロープ及び接続冶具（支持部）に作用

する荷重として設定する。 

なお，ワイヤロープ及び接続冶具（支持部）に作用する自重及び風圧力による

荷重については，ネットに作用する荷重に比べて十分小さいことから考慮しない。 

 

c. 接続冶具（固定部） 

設計飛来物がネットに衝突する場合にネット取付部に作用する荷重は，ネット

からワイヤロープ及び接続冶具（支持部）を介して接続冶具（固定部）である隅

角部固定ボルト及び取付けプレートに作用することから，ワイヤロープからの荷

重を評価対象部位である隅角部固定ボルト及び取付けプレートに作用する荷重と

して設定する。 

なお，接続冶具（固定部）に作用する自重及び風圧力による荷重については，

ネットに作用する荷重に比べて十分小さいことから考慮しない。 

 

吸収エネルギ評価，破断評価及びたわみ評価における，ネット，ワイヤロープ

及び接続冶具（支持部及び固定部）に作用する荷重及びその組合せを表 3－6～表

3－8 に示す。 

 

表 3－6 吸収エネルギ評価における荷重及びその組合せ 

設置エリア 

考慮する荷重 

常時作用する荷重 

（自重） 

設計飛来物による 

衝撃荷重 

風圧力による 

荷重 

・海水ポンプエリア 

・原子炉建物外壁 

・廃棄物処理建物外壁 

水平 ○ ○ ○ 

鉛直 ○ ○ ○ 

＜凡例＞ ○：考慮する，－：考慮しない 
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表 3－7 破断評価における荷重及びその組合せ 

設置エリア 評価対象部位 

考慮する荷重 

常時作用する 

荷重 

設計飛来物に 

よる衝撃荷重 

風圧力による 

荷重 

・海水ポンプ 

エリア 

・原子炉建物 

外壁 

・廃棄物処理 

建物外壁 

水平 

・ネット 
○ 

（自重） 
○ ○ 

・ワイヤロープ 

・ターンバックル 

・シャックル 

・隅角部固定ボルト 

・取付けプレート 

○ 

（ネットの自重） 
○ ○ 

鉛直 

・ネット 
○ 

（自重） 
○ ○ 

・ワイヤロープ 

・ターンバックル 

・シャックル 

・隅角部固定ボルト 

・取付けプレート 

○ 

（ネットの自重） 
○ ○ 

＜凡例＞ ○：考慮する，－：考慮しない 

 

表 3－8 たわみ評価における荷重及びその組合せ 

設置エリア 評価対象部位 

考慮する荷重 

常時作用する 

荷重 

設計飛来物に 

よる衝撃荷重 

風圧力による 

荷重 

・海水ポンプ 

エリア 

・原子炉建物 

外壁 

・廃棄物処理 

建物外壁 

水平 

・ネット 
○ 

（自重） 
○ ○ 

・ワイヤロープ 
○ 

（ネットの自重） 
○ ○ 

鉛直 

・ネット 
○ 

（自重） 
○ ○ 

・ワイヤロープ 
○ 

（ネットの自重） 
○ ○ 

＜凡例＞ ○：考慮する，－：考慮しない 
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3.4 許容限界 

ネットの許容限界は，Ⅵ-3-別添 1-2「竜巻防護対策設備の強度計算の方針」の「5.1 

竜巻防護ネットの許容限界」にて設定している許容限界を踏まえて，「3.2 評価対象

部位」にて設定している評価対象部位の機能損傷モードを考慮して設定する。 

吸収エネルギ評価，破断評価及びたわみ評価の許容限界を以下に示す。 

 

(1) 吸収エネルギ評価 

吸収エネルギ評価においては，計算により算定するネットの限界吸収エネルギが

ネットに作用する外力エネルギ以上であることにより，ネットが破断しないことを

確認する。ネット 1 目合いの要素試験の結果から得られる目合い展開方向の限界伸

び量によりネットの最大変形角が定まり，ネット最大変形角における吸収エネルギ

がネットの有する最大吸収エネルギＥｍａｘとなる。 

限界吸収エネルギは，複数枚を重ね合わせたネットを一体として扱ったモデルに

て算定する。また，ネットの変形及び吸収エネルギの分布を考慮したオフセット衝

突位置での吸収エネルギ評価の結果，電中研報告書を参照して，ネット最大たわみ

時のネットの全長は設計飛来物のネットへの衝突位置によらずネット最大たわみ時

展開方向の長さで一定であり，ネットに発生する張力も一定となることから，設計

飛来物のネットへの衝突位置によらずネットから設計飛来物への反力も同等となり，

オフセット位置への設計飛来物の衝突時の吸収エネルギは中央衝突時と同等となる。

したがって，吸収エネルギ評価では中央衝突の場合にて評価を行う。 

限界吸収エネルギは，ネット 1 目合いの展開方向の 1 列の等価剛性，展開方向寸

法及びたわみ量から，以下のとおり算定される。吸収エネルギ評価におけるネット

の限界吸収エネルギ算定モデル図を図 3－4 に示す。  
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図 3－4 吸収エネルギ評価におけるネットの限界吸収エネルギ算定モデル図 

 

図 3－4 に示すとおりネットの展開方向に 1 目合いごとに   で囲った形に帯

状に分割し，Ｎ1 からＮｙまでの各列が分担するエネルギを各列のたわみ量から算定

し，それらを積算することによりネットの吸収するエネルギを算定し，ネットが吸

収可能な限界吸収エネルギを算定する。 

ただし，中央部の最大たわみ量が発生する列数は，設計飛来物の寸法及びネット

目合いの対角寸法から算定されるネット展開直角方向目合い列数を考慮して設定す

る。設計飛来物の端部寸法（ｂ×ｃ）及びネット目合いの対角寸法ａを考慮し，最

大たわみが発生する場合のネット展開直角方向目合い列数を以下のとおり算定する。

ネットの吸収エネルギが小さくなるよう，目合い列数の算定に用いる設計飛来物の

寸法として値の小さい寸法ｃを適用し，最大たわみが生じる目合い列数を少なくす

ることにより，限界吸収エネルギが小さくなるように評価する。 

ネット展開直角方向目合い列数
ｃ

＝
ａ

 

評価モデルとしては，展開方向に 1 目合いごとに帯状に分割するモデルとしてお

り，限界吸収エネルギが小さく算定されるよう，三角形モデルとして評価を実施す

る。  
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吸収エネルギ評価の許容限界の評価フローを図 3－5 に示す。 

 

 

図 3－5 吸収エネルギ評価の許容限界の評価フロー 

 

電中研報告書のネット 1 目合いの引張試験から 1 目合いの破断変位を設定する。

ネット 1 目合いの破断変位から算定する最大たわみ角から，設計飛来物が衝突した

際の列の最大たわみ量δｍａｘは次式により算定される。 

ｘ
ｍａｘ ｍａｘ

Ｌ
δ ＝ tanθ

2
  

－1
ｍａｘ

ｓ

ａ
θ ＝ cos

ａ＋ａ

 
 
 

 

ネットを構成するネットの展開方向の目合い数Ｎｘは，ネット展開方向寸法Ｌｘ及

びネット 1 目合いの対角寸法ａから，また，展開直角方向の目合い数Ｎｙは，ネッ

ト展開直角方向寸法Ｌｙ及びネット 1 目合いの対角寸法ａから次式により算定され

る。 

ｘ
ｘ

1000 Ｌ
Ｎ ＝

ａ


 

ｙ
ｙ

1000 Ｌ
Ｎ ＝

ａ


 

ただし，Ｎｘ，Ｎｙの算定において限界吸収エネルギの値が小さくなるように， 

Ｎｘは保守的に切り上げ，Ｎｙは保守的に切り捨てた値を用いる。 

 

ネットを構成する 1 目合いはそれぞれＫの等価剛性を持っているため，1 目合い

当たりばね定数Ｋを持つばねをＮｘ個直列に接続したものと考えることができる。

そのため，1 列当たりの剛性Ｋｘ'は次式により算定される。 

ｘ

ｘ

Ｋ
Ｋ '＝

Ｎ
  

ネット展開方向剛性の設定  

目合い 1 列の吸収エネルギの算定  

限界吸収エネルギの算定  

最大たわみ量及びたわみ角の設定  
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δ i 

なお，電中研報告書によると補助金網は主金網 0.5 枚相当の吸収エネルギ能力を

有していることが確認されていることから，補助金網を主金網 0.5 枚として考慮し，

ネット設置枚数を考慮したネット展開方向剛性Ｋｘは，次式により算定される。 

 ｘ ｘＫ ＝Ｋ ' ｎ＋0.5  

設計飛来物が衝突しなかった列のたわみ量δｉは，最大たわみ量δｍａｘからネッ

ト端部のたわみ量 0 までの間を，非接触の列の数の分だけ段階的に減少していくと

考える。ネットの最大たわみ量と最大たわみ角を図 3－6 に示す。 

 

 

図 3－6 最大たわみ量と最大たわみ角 

 

ネットに設計飛来物が衝突した際のネットにかかる張力を，ネットの剛性及びネ

ットの伸び量から算定する。ネットに作用する力のつり合いを図 3－7 に示す。 

 

 

図 3－7 ネットに作用する力のつり合い 

 

ｉ番目の列におけるネットの張力Ｐｉは，設計飛来物の衝突位置の左右を分割し

て考えると，伸び量はＸｉ/2，剛性は ｘ2 Ｋ となることから， 

ｉ
ｉ ｘ

Ｘ
Ｐ ＝2 Ｋ

2
   

ｘ ｉ＝Ｋ Ｘ  

となる。また，作用力Ｆｉは変位量とたわみ量の関係から， 

ｉ ｉ ｉＦ ＝2 Ｐ sinθ   

ｘ ｉ ｉ＝2 Ｋ Ｘ sinθ    

 ｘ ｘ ｉ ｉ＝2 Ｋ Ｌ tanθ－sinθ    

ｘ
ｘ ｉ

2 2
ｉ ｘ

Ｌ
＝4 Ｋ δ 1－

4 δ ＋Ｌ

 
    

  

 ······················· (3．9)  
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ネットに設計飛来物が衝突した際のネットにかかる作用力Ｆｉを積分することに

より得られる，ｉ番目の列における吸収エネルギＥｉを次式に示す。  

ｉ

δｉ

ｉ ｉ

0

Ｅ ＝ Ｆｄδ





 

δｉ

ｘ
ｘ ｉ ｉ

2 2
ｉ ｘ0

Ｌ
＝ 4 Ｋ δ 1－  ｄδ

4 δ ＋Ｌ







 
    

  

 

 2 2 2
ｘ ｉ ｘ ｘ ｉ ｘ ｘ＝2 Ｋ δ －Ｋ Ｌ 4 δ ＋Ｌ －Ｌ      ·········· (3．10) 

以上から，ネット設置枚数ｎを考慮した限界吸収エネルギＥｍａｘは，各列の吸収

エネルギＥｉを第 1 列から第Ｎｙ列まで積算することにより求められる。 

ｙＮ

ｍａｘ ｉ
ｉ＝1

Ｅ ＝ Ｅ  

  
ｙＮ

2 2 2
ｘ ｉ ｘ ｘ ｉ ｘ ｘ

ｉ＝1

＝ 2 Ｋ δ －Ｋ Ｌ 4 δ ＋Ｌ －Ｌ      ··· (3．11) 

また，等価剛性の導出過程を踏まえた係数及びネット設置枚数を考慮した限界吸

収エネルギをＥｍａｘ'とする。係数としては，電中研報告書のネット引張試験結果よ

り 1/1.03 と定める。 

ｍａｘ ｍａｘ

1
Ｅ '＝ Ｅ

1.03
  ······································ (3．12) 
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(2) 破断評価 

a. ネット 

破断評価においては，計算により算定するネットに作用する荷重がネットの素

材の持つ破断強度以下であることにより，ネットに破断が生じないよう十分な余

裕を持った強度を有することを確認する。ネットは，設計飛来物の衝突に対し，

塑性変形することでエネルギを吸収し，設計飛来物を捕捉することから，電中研

報告書を参照してネット 1 目合いの引張試験に基づいた 1 交点当たりの破断荷重

Ｆ1，設計飛来物衝突時の周辺のネット 1 枚当たりの交点数ｎ1 及びネットの設置

枚数ｎから，ネット設置枚数を考慮した許容引張荷重を算定する。 

ネットの破断評価の許容限界を表 3－9 に示す。 

 

表 3－9 ネットの破断評価の許容限界 

評価対象部位 引張荷重評価 

ネット Ｆ1・ｎ1・ｎ 

 

b. ワイヤロープ 

ワイヤロープは，ネットと一体となって設計飛来物を捕捉するため，ネットと

同様に塑性変形を許容することから，破断荷重を許容限界とする。具体的な破断

荷重は，ネットメーカが実施した引張試験にて確認した破断荷重よりも保守的な

値である，ＪＩＳに規定されている破断荷重Ｆ 2 に，端部のワイヤグリップの効率

ＣＣを乗じて設定する。  

ワイヤロープの破断評価の許容限界を表 3－10 に示す。 

 

表 3－10 ワイヤロープの破断評価の許容限界 

評価対象部位 許容限界 備考 

ワイヤロープ ＣＣ・Ｆ2 ワイヤグリップの効率を考慮 

 

c. 接続冶具（支持部） 

接続冶具（支持部）であるターンバックル及びシャックルは，破断しなければ

ネットを設置位置に保持することができ，設計飛来物を捕捉可能である。したが

って，ワイヤロープの張力に対し，設計荷重が十分な裕度を有していることを確

認する。ターンバックルについては，破断荷重よりも保守的な値である，ＪＩＳ

に規定されている保証荷重Ｆ3 を 1.5 倍した値を許容限界として設定する。シャッ

クルについては，試験結果を踏まえたメーカ保証値として，規格値Ｆ 4 を 2 倍した

値を許容限界として設定する。 

接続冶具（支持部）の破断評価の許容限界を表 3－11 に示す。  
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表 3－11 接続冶具（支持部）の破断評価の許容限界 

評価対象部位 許容限界 

ターンバックル 1.5・Ｆ3 

シャックル 2.0・Ｆ4 

 

d. 接続冶具（固定部）  

接続冶具（固定部）である隅角部固定ボルト及び取付けプレートの破断評価に

おいては，計算により算定する応力により破断が生じないよう，十分な余裕を持

った強度を許容限界とする。具体的には，隅角部固定ボルト及び取付けプレート

の許容限界は，「鋼構造設計規準－許容応力度法－（（社）日本建築学会，2005

改定）」に基づいた短期での破断応力度とする。 

接続冶具（固定部）の破断評価の許容限界を表 3－12 及び表 3－13 に示す。 

 

表 3－12 隅角部固定ボルトの破断評価の許容限界 

評価対象部位 強度区分 
考慮すべき 

損傷モード 

短期に生じる力に 

対する許容応力度 

（MPa） 

隅角部固定ボルト 8.8＊1 せん断 1.5・ｆｓ
＊2 

注記＊1：材料証明書による。 

  ＊2：ｆｓは下式により算定。 

ｓ

560
ｆ＝

1.5 3

 
 
 

 

 

表 3－13 取付けプレート溶接部の破断評価の許容限界 

評価対象部位 材質 
考慮すべき 

損傷モード 

短期に生じる力に 

対する許容応力度 

（MPa） 

取付けプレート溶接部 SS400＊1 せん断 1.5・ｆｓ
＊2 

注記＊1：母材であるプレートの材質。 

  ＊2：ｆｓは下式により算定。Ｆ値は引張強さとする。 

ｓ

Ｆ
ｆ＝

1.5 3
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(3) たわみ評価 

竜巻防護ネットのたわみ評価においては，自重，設計飛来物による衝撃荷重及び

設計竜巻の風圧力による荷重に対し，計算により算定する竜巻防護ネットの最大た

わみ量が，竜巻防護ネットと外部事象防護対象施設の離隔距離未満であることを確

認するため，竜巻防護ネットと外部事象防護対象施設の最小離隔距離を許容限界 

Ｌｍｉｎとして設定する。 

竜巻防護ネットのたわみ評価の許容限界を表 3－14 に示す。 

 

表 3－14 竜巻防護ネットのたわみ評価の許容限界 

評価対象項目 許容限界 

竜巻防護ネットの 

最大たわみ量 

竜巻防護ネットと外部事象防護対象施設の 

最小離隔距離（Ｌｍｉｎ） 
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3.5 評価方法 

竜巻防護ネットの吸収エネルギ評価，破断評価及びたわみ評価の方法を以下に示す。

評価に際しては，等価剛性に対する係数，アスペクト比及び設計飛来物の衝突位置の

影響に対して以下を考慮した評価を実施する。 

・等価剛性に対する係数の考慮 

電中研報告書におけるネット引張試験結果のばらつきを考慮し，吸収エネルギ

評価においては，等価剛性の算定方法の影響から定められる係数を考慮する。  

・アスペクト比の取扱い 

ネットは展開方向，展開直角方向の 2 方向で剛性が異なり，それぞれの方向に

対して伸び量の制限があるため，展開方向：展開直角方向のアスペクト比が 1：1

～2：1 の範囲を有効な面積として評価する。 

・設計飛来物の衝突位置の影響 

評価においては，設計飛来物の衝突位置として中央位置に衝突することを想定

した評価を実施しており，中央位置からずれたオフセット位置に衝突する場合の

影響を考慮する。 

吸収エネルギ評価においては，電中研報告書を参照して，ネット最大たわみ時

のネットの全長は設計飛来物のネットへの衝突位置によらずネット最大たわみ時

展開方向の長さで一定であり，ネットに発生する張力も一定となることから，設

計飛来物のネットへの衝突位置によらずネットから設計飛来物への反力も同等と

なり，オフセット位置への設計飛来物の衝突時の吸収エネルギは中央衝突と同等

となる。したがって，吸収エネルギ評価では中央衝突の場合にて評価を行う。 

破断評価においては，中央位置への衝突に対してオフセット位置への衝突では，

その移動距離が短くなることから，式(3．8)から中央位置衝突時よりもオフセッ

ト位置衝突時の方が作用する荷重が大きくなることを踏まえ，作用する荷重が大

きくなるように，中央位置衝突時とオフセット位置衝突時の移動距離を踏まえた

係数を作用する荷重に乗じる。ただし，ネット端部近傍に衝突する場合には，設

計飛来物は傾き，設計飛来物の側面がネットや架構に接触すると考えられ，衝撃

荷重は小さくなる。  

たわみ評価においては，ネットの全長が設計飛来物の衝突位置によらず，ネッ

ト最大たわみ時展開方向の長さで一定となるため，たわみの軌跡が楕円状となる

ことを考慮して評価する。さらに，ネットに対して設計飛来物がオフセット位置

へ衝突した場合においても，各ワイヤロープに対して均等に張力が発生するため，

算定結果は設計飛来物の衝突位置によらず適用可能である。また，ワイヤロープ

の初期張力は小さくワイヤロープの評価において有意ではないため計算上考慮し

ない。 
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(1) 吸収エネルギ評価 

吸収エネルギ評価においては，電中研報告書の評価式を参照して，ネットが異方

性材料であることを考慮した吸収エネルギ算定のモデル化を行い，自重，風圧力に

よる荷重及び設計飛来物による衝撃荷重による外力エネルギがネットの有する限界

吸収エネルギを下回ることを確認する。 

評価においては，複数枚の重ね合わせたネットを一体として考えたモデルにて評

価を実施する。 

式(3．11)及び(3．12)より，Ｅｍａｘ及びＥｍａｘ'は以下のとおりである。 

  
ｙＮ

2 2 2
ｍａｘ ｘ ｉ ｘ ｘ ｉ ｘ ｘ

ｉ＝1

Ｅ ＝ 2 Ｋ δ －Ｋ Ｌ 4 δ ＋Ｌ －Ｌ      

ｍａｘ ｍａｘ

1
Ｅ '＝ Ｅ

1.03
  

自重及び風圧力による荷重によりネットに作用する荷重Ｆｗは，ネット全体に等

分布荷重として作用するものであるため，実現象に合わせネット展開直角方向に対

しては荷重が等分布となるよう作用させる。一方，ネット展開方向に対しては，評

価モデル上の制約により均一に荷重を作用させることが困難であるため，ネットに

作用する外力エネルギが保守的に大きくなるよう，Ｆｗが全てネット展開方向Ｌｘの

中央に作用したとして，ネットにかかる作用力の式を用いて展開方向の 1 列当たり

の自重及び風圧力による荷重によりネットが受ける外力エネルギを算定し，列数倍

することでネット全体が自重及び風圧力による荷重により受ける外力エネルギを算

定する。 

評価条件であるＫｘ及びＬｘ並びに自重及び風圧力による荷重から算定するＦｗを

式(3．9)に代入して数値計算を実施することにより，自重及び風圧力による荷重に

よるたわみ量δａが算定される。 

ｘ
ｗ ｙ ｘ ａ

2 2
ａ ｘ

Ｌ
Ｆ ＝Ｎ 4 Ｋ δ 1－

4 δ ＋Ｌ

 
     

  

 

ただし， ｗ ｗ ｗＦ ＝Ｐ ＋Ｗ  

上式にて算定したδａを式(3．11)において，展開方向の 1 列当たりの自重及び風

圧力による荷重によりネットが受ける外力エネルギを列数倍した以下の式に代入す

ることにより，自重及び風圧力による荷重によりネットが受ける外力エネルギＥｗ

が算定される。 

  2 2 2
ｗ ｙ ｘ ａ ｘ ｘ ａ ｘ ｘＥ ＝Ｎ 2 Ｋ δ －Ｋ Ｌ 4 δ ＋Ｌ －Ｌ       

設計飛来物の衝突によりネットに作用するエネルギＥｆは，衝突時の設計飛来物

の運動エネルギとして，以下により求められる。 
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2
ｆ

1
Ｅ ＝ ｍ Ｖ

2
   

設計飛来物の飛来速度は，ネットの設置方向に応じて，水平設置の場合は鉛直方

向の飛来速度，鉛直設置の場合は水平方向の飛来速度にて算定する。なお，斜め方

向から衝突した場合の飛来速度の水平方向速度成分及び鉛直速度成分は，評価に用

いる水平最大飛来速度及び鉛直最大飛来速度を下回る。また，設計飛来物がネット

に対して斜め方向から衝突する場合は，設計飛来物が衝突後に回転し，ネットと設

計飛来物の衝突面積が大きくなるため，ネットに局部的に作用する荷重は小さくな

る。したがって，設計飛来物の衝突方向は，ネットに局部的に作用する荷重が大き

くなるようにネットに対して垂直に衝突するものとし，その飛来速度はネットの設

置方向に応じ，水平設置の場合は鉛直最大飛来速度，鉛直設置の場合は水平最大飛

来速度を用いる。 

以上から，ネット設置枚数ｎを考慮したネットに作用する全外力エネルギＥｔが

以下のとおり算定される。 

ｔ ｆ ｗＥ ＝Ｅ ＋Ｅ  ·············································· (3．13) 
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(2) 破断評価 

破断評価においては，電中研報告書の評価式を参照して，ネットに作用する自重，

風圧力による荷重及び設計飛来物による衝撃荷重が竜巻防護ネットを構成する部材

の局部的な耐力未満であることを確認する。 

評価に際しては，「2.3 評価方針」のとおり，設計飛来物の衝突位置の影響とし

て，オフセット衝突する場合の影響を考慮する。以下にオフセット衝突する場合の

影響を係数として考慮した発生値の割増係数の設定方法を示す。 

・オフセット衝突を考慮する係数 

設計飛来物の移動距離が最も小さくなる場合のオフセット衝突を考えると，中

央衝突と比較してδが 0.826倍となることから，中央衝突に比べ衝撃荷重が 1.211

倍となる。 

ネット端部近傍に衝突する場合には，設計飛来物は傾き，設計飛来物の側面が

ネットや架構に接触すると考えられ，衝撃荷重は小さくなる。 

 

a. ネット 

ネットに設計飛来物が衝突した後，ネットのたわみが増加し，設計飛来物の運

動エネルギを吸収する。ネットに作用する設計飛来物による衝撃荷重はネット変

位の増加に伴い大きくなり，最大変位発生時に最大値を示すため，破断評価では

最大変位発生時の衝撃荷重を用いる。 

最大変位発生時において，設計飛来物の衝突によりネットの目合いはネット展

開方向に引張荷重を受けることから，破断評価としてネット目合いの引張荷重評

価を実施する。ネットの破断評価の評価フローを図 3－8 に示す。 

 

 

図 3－8 ネットの破断評価の評価フロー 

  

自重，風圧力による荷重及び  

設計飛来物による衝撃荷重の算定  

目合いに発生する荷重の算定  

設定する許容限界との比較  
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(a) 評価モデル 

ネットに設計飛来物が衝突した際に生じる衝撃について評価を実施する。ネ

ット構造及び設計飛来物の大きさを考慮し，ネットの目合い数が最小となるモ

デル化を行う。衝突位置周辺の目合い数はネット 1 枚あたりｎ1 点となる。破断

評価モデルを図 3－9 に示す。 

ネット

設計飛来物外径

ネット目合い

 

図 3－9 破断評価モデル 

 

(b) 評価方法 

ネットに設計飛来物が衝突した際に生じる衝撃荷重が，ネットの破断荷重以

下であり，ネット目合いに破断が生じないよう十分な余裕を持った強度を有す

ることを確認する。 

ここで，ネットに設計飛来物が衝突した際に生じる衝撃荷重の最大値Ｆａは，

「3.3 荷重及び荷重の組合せ」にて算定した式(3．8)のたわみ量と設計飛来物

による衝撃荷重の関係式を用いて算定する。 

設計飛来物の衝突による荷重に加え，自重及び風圧力による荷重を考慮する

ため，ＥｆをＥｔと置き換えて，式(3．8)より， 

ｔ
ａ

8 Ｅ
Ｆ ＝

3 δ




 

となる。 

ここで，オフセット衝突による衝撃荷重の増加分による係数 1.211 を考慮し，

衝撃荷重の最大値Ｆａ'は 

ａ ａＦ '＝1.211 Ｆ  

にて算定される。 
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b. ワイヤロープ 

設計飛来物による衝撃荷重については，「3.3 荷重及び荷重の組合せ」におい

て算定した設計飛来物が衝突する場合のネットごとに作用する衝撃荷重の最大値

Ｆａ'を考慮する。 

竜巻防護ネットは，電中研報告書と同様に 2 本のワイヤロープをＬ字に設置し，

さらにワイヤロープが接続冶具により拘束されない構造としており，電中研報告

書において実施されている衝撃試験における実測値が包絡されることを確認して

いる評価式を用いて評価を実施する。ネット及びワイヤロープに発生する荷重の

つり合いの概念図を図 3－10 に示す。 

自重，設計飛来物による衝撃荷重及び風圧力による荷重によりネットに作用す

る衝撃荷重の最大値Ｆａ'が集中荷重として作用するとしてモデル化すると，設計

飛来物が衝突する場合のネットに発生する張力の合計の最大値Ｔ'は，図 3－10

のネット及びワイヤロープに発生する力のつり合いより以下のとおり算定される。 

ａＦ '
Ｔ'＝

2 sinθ
 

ここで，θは以下の式で求められる。 

－1

ｘ

2 δ
θ＝tan

Ｌ


 

補助金網を除くネット設置枚数ｎを考慮すると，1 枚のネットのワイヤロープ 1

本に発生する張力の最大値Ｔ1'は， 

ａ
1

Ｔ' 1 Ｆ '
Ｔ '＝ ＝

2 ｎ 4 ｎ sinθ


 
 

と算定される。 

さらに，ワイヤロープが支持する補助金網の影響を考慮する。電中研報告書に

よると，主金網ｎ枚及び補助金網 1 枚を重ねて設置する場合，補助金網を設置し

たネットのワイヤロープに作用する張力は，その他のネットの張力の 1.5 倍とな

ることを考慮すると，主金網ｎ枚及び補助金網 1 枚を重ねて設置する場合，1 枚

のネットのワイヤロープに発生する張力の最大値Ｔ1''は， 

ａ
1

Ｔ' 1.5 Ｆ ' 1.5
Ｔ ''＝ ＝

2 ｎ＋0.5 4 sinθ ｎ＋0.5
 


 ··················· (3．14) 

と算定される。 
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ネットに発生する
張力の合計Ｔ

，

1枚のネットの
ワイヤロープ1本
に発生する張力

Ｔ1＝
，

，
Ｔ
2

1
n

.

1枚のネットのワイヤロープ
1本に発生する張力

Ｔ1＝
，

，
Ｔ
2

1
n

.

ワイヤロープ

ネット

ネット

ネットに発生する
張力の合計Ｔ

θ

δ

ＬＸ

， ネットに発生する
張力の合計Ｔ

，

衝撃荷重Ｆa
，

 

図 3－10 ネット及びワイヤロープに発生する荷重のつり合い（ネット平面図及び断面図）  
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c. 接続冶具（支持部） 

(a) ターンバックル 

ターンバックルについては，以下の評価を実施する。 

ターンバックルに作用するワイヤロープに発生する張力の最大値が，ターン

バックルの設計荷重以下であることを確認する。 

 

(b) シャックル 

シャックルについては，以下の評価を実施する。 

シャックルに作用するワイヤロープに発生する張力の最大値が，シャックル

の設計荷重以下であることを確認する。 

 

d. 接続冶具（固定部） 

(a) 隅角部固定ボルト 

鋼製枠の四隅に設置した隅角部固定ボルトは，ワイヤロープの荷重を鋼管を

介して受けることとなる。 

ここで，ワイヤロープはたわみにより鋼管に対してθｗ1，θｗ2 のたわみ角を

有することから，隅角部固定ボルトへ作用する荷重にはこのたわみ角を考慮す

る。 

面外成分は，面内成分のように隅角部固定ボルトに対する有意な荷重ではな

いことから，面内荷重で評価する。 

ネットのたわみとワイヤロープのたわみ角の関係を図 3－11 に，隅角部固定

ボルトの荷重状態を図 3－12 に示す。  
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Ｔｘ＝Ｔ1''・cosθｗ1

Ｔｙ＝Ｔ1''・sinθｗ1・cosθｙ

ネットのたわみ角θｙ

Ｔ1''

Ｔｘ'＝Ｔ1''・sinθｗ2・cosθｘ

Ｔｙ'＝Ｔ1''・cosθｗ2

ネットのたわみ角θｘ

ワイヤロープの
たわみ角θｗ1

ワイヤロープ

ネット

Ｔ1''

ワイヤロープ

ワイヤロープの
水平投影たわみ角θ1

ワイヤロープの
たわみ角θｗ2 ネット

ワイヤロープの水平投影たわみ角θ2

 

図 3－11 ネットのたわみとワイヤロープのたわみ角の関係 
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鋼製枠

鋼管

隅角部固定ボルト

ワイヤロープ

評価対象部位

Ｆｐ
，

Ｆｐ

1Ｔ
,,

1Ｔ
,,

Ｄ

ｔ1θ

2θ

ワイヤロープ

ワイヤロープ

鋼管

 

図 3－12 隅角部固定ボルトの荷重状態 

 

隅角部固定ボルトに発生するせん断応力を力のつり合いの関係から以下の評

価式を用いて算定する。 

ネット展開方向ワイヤロープから発生する各方向の荷重，Ｔｘ及びＴｙは，以

下のとおりとなる。 

ｘ 1 ｗ1Ｔ ＝Ｔ '' cosθ  

ｙ 1 ｗ1 ｙＴ ＝Ｔ '' sinθ cosθ   

ただし，θｙ及びθｗ1 は以下の式で求められる。 

－1
ｙ

ｙ

2 δ
θ ＝tan

Ｌ

 
 
 

 

－1
ｗ1

2

ｗｘ

ｘ

1
θ ＝ cos

δ
1＋16

Ｌ

 
  
 

 

また，ネット展開直角方向ワイヤロープから発生する各方向の荷重，Ｔｘ'及

びＴｙ'は以下の関係となる。  
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ｘ 1 ｗ2 ｘＴ '＝Ｔ '' sinθ cosθ   

ｙ 1 ｗ2Ｔ '＝Ｔ '' cosθ  

ただし，θｘ及びθｗ2 は以下の式で求められる。 

－1
ｘ

ｘ

2 δ
θ ＝tan

Ｌ

 
 
 

 

－1
ｗ2

2

ｗｙ

ｙ

1
θ ＝ cos

δ
1＋16

Ｌ

 
  
 

 

隅角部へ作用するＸ方向及びＹ方向への合成荷重は， 

ｘ ｘ ｘＦ ＝Ｔ ＋Ｔ ' 

ｙ ｙ ｙＦ ＝Ｔ ＋Ｔ ' 

より求まる。 

1 本のワイヤロープから隅角部へ作用する合成荷重は， 

2 2
ｐ ｘ ｙＦ ＝ Ｆ ＋Ｆ  

より求まる。 

隅角部には，2 本のワイヤロープが支持されていることから，隅角部へ作用

する合成荷重Ｆｐ'は， 

ｐ ｐＦ '＝2 Ｆ  

以上より，隅角部固定ボルトに発生するせん断応力τ s は， 

ｐ
ｓ

2 ｂ

Ｆ '
τ＝

2 ｎ Ａ 
 

 

(b) 取付けプレート 

設計飛来物が竜巻防護ネットに衝突する場合に生じるネット取付け部への衝

撃荷重Ｔ1''は，ワイヤロープの引張荷重として作用し，隅肉溶接部にはせん断

応力が発生するため，せん断応力評価を実施する。取付けプレートの溶接部を

図 3－13 に示す。 
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Ｌ

Ｌ

Ｌｐ2

Ｔ1
Ｌｐ1

Ｓｗ

ａｗ

,,

鋼製枠

取付けプレート

溶接部

取付けプレート

溶接部

 

図 3－13 取付けプレートの溶接部 

 

溶接部の有効長さＬｐｗは， 

ｐｗ ｐ1 ｗ ｐ2 ｗＬ ＝Ｌ －Ｌ－2 Ｓ ＋Ｌ －Ｌ－2 Ｓ   

溶接部に発生するせん断応力τｗは， 

1
ｗ

ｗ ｐｗ

Ｔ ''
τ ＝

2 ａ Ｌ 
 

ここで溶接部ののど厚ａｗは以下の式で求められる。  

ｗ
ｗ

Ｓ
ａ ＝

2
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(3) たわみ評価 

たわみ評価においては，吸収エネルギ算定モデルを用い，設計飛来物の運動エネ

ルギ，風圧力による荷重及び自重によるエネルギを吸収するために必要となるネッ

トのたわみ量を算定する。また，ワイヤロープ張力に応じたワイヤロープのたわみ

量についても算定し，竜巻防護ネット全体のたわみ量が外部事象防護対象施設との

離隔距離未満であることを確認する。 

たわみ評価の評価フローを図 3－14 に示す。 

 

 

図 3－14 たわみ評価の評価フロー 

 

a. ネット 

ネットの変位量と吸収エネルギとの関係は式(3．10)のとおり，以下の式にて算

定される。 

 2 2 2
ｉ ｘ ｉ ｘ ｘ ｉ ｘ ｘＥ ＝2 Ｋ δ －Ｋ Ｌ 4 δ ＋Ｌ －Ｌ      

ここで，Ｋｘ及びＬｘは定数であるため，  

ｙＮ

ｉ ｔ
ｉ＝1

Ｅ ＝Ｅ  

とすることで，ネットへの付加エネルギに応じたたわみ量δを算定することがで

きる。 

 

b. ワイヤロープのたわみ量を含めた竜巻防護ネット全体のたわみ量の算定 

ワイヤロープのたわみ量は，ネット張力によりワイヤロープが放物線状に変形

するとし，算定したワイヤロープに発生する張力及びワイヤロープの引張試験結

果（荷重－ひずみ曲線）から変形後のワイヤロープ長さを求めることで算定する。 

また，ワイヤロープの初期張力は小さくワイヤロープのたわみ量の算定におい

ネットのたわみ量  

ネットに作用する全外力エネルギ  

ワイヤロープのたわみ量  

ワイヤロープに発生する張力  

竜巻防護ネット全体のたわみ量  

設定する許容限界との比較  
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て有意ではないため計算上考慮しない。 

式(3．14)に示す計算方法を用いて算定されるワイヤロープに発生する張力から

ワイヤロープのひずみ量εが算定される。よって，ワイヤロープの変形による伸

び量δ'は以下のとおり算定される。 

ｚδ'＝Ｌ ε  

また，設計飛来物の衝突によりワイヤロープが図 3－15 のとおり放物線状に変

形すると，変形後のワイヤロープ長さＳは放物線の弦長の式を用いて以下のとお

り表される。 

2 2 2
ｂ ｗ ｂ ｗ2 2

ｂ ｗ

ｗ ｂ

1 Ｌ 4 δ ＋ Ｌ ＋16 δ
Ｓ＝ Ｌ ＋16 δ ＋ ln

2 8 δ Ｌ

  
   
 
 

 

 

 

図 3－15 ワイヤロープ変形図 

 

ワイヤロープのたわみ量を含めた竜巻防護ネット全体のたわみ量δｔの算定を

行う。ネット及びワイヤロープ変形図（展開方向が長い場合）を図 3－16 に，ネ

ット及びワイヤロープ変形図（展開方向が短い場合）を図 3－17 に示す。 

設計飛来物の衝突によるネット及びワイヤロープの変形は，ネットのアスペク

ト比により設計飛来物衝突の影響範囲が異なることからその変形形状が異なり，

「展開方向寸法＞展開直角方向寸法」の場合は，設計飛来物の衝突によるネット

変形がネット全体に及ぶため図 3－16 のとおり 4 辺のワイヤロープが変形する形

状となり，「展開方向寸法＜展開直角方向寸法」の場合は，ネット変形がネット展

開方向寸法の範囲に制限されるため図 3－17 のとおりネット展開直角方向のワイ

ヤロープのみが変形する形状となる。 
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図 3－16 ネット及びワイヤロープ変形図（展開方向が長い場合） 

 

図 3－17 ネット及びワイヤロープ変形図（展開方向が短い場合） 

 

よって，ネットのアスペクト比に応じ，ワイヤロープのたわみ量を含めた竜巻

防護ネット全体のたわみ量の算定を行う。   
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展開方向寸法＞展開直角方向寸法の場合，図 3－16 のとおり，ネット展開方向

と平行に配置したワイヤロープの変形後の長さをＳｘ，ネット展開方向と直交す

るワイヤロープの変形後の長さをＳｙとすると，Ｓｘ及びＳｙはそれぞれδｗｘ， 

δｗｙの関数であり，ワイヤロープの伸び量δ'は， 

     ｘ ｗｘ ｘ ｙ ｗｙ ｙδ'＝ Ｓ δ －Ｌ ＋ Ｓ δ －Ｌ  

と表される。 

また，ネット展開方向と平行な断面から見たたわみ量と，ネット展開方向と直

交する断面から見たたわみ量は等しいことから，ワイヤロープのたわみ量を含め

た竜巻防護ネット全体のたわみ量δｔは， 

2 22 2

ｙ ｙｘ ｘ
ｔ ｗｙ ｗｘ

ｘ ｙ

Ｌ ＬＬ Ｌ
δ＝ δ ＋ － ＝ δ ＋ －

2 cosθ 2 2 cosθ 2

      
      

       
 

と表され，ワイヤロープたわみ量δｗｘ及びδｗｙを算定することができる。同時

にワイヤロープたわみ量を含めた竜巻防護ネット全体のたわみ量δｔが算定され

る。 

ここで，θｘ及びθｙは，「3.5(3)a. ネット」で算定したネットに作用する全

外力エネルギＥｔに応じたたわみ量δより，以下の式で求められる。 

－1
ｘ

ｘ

2 δ
θ ＝tan

Ｌ

 
 
 

 

－1
ｙ

ｙ

2 δ
θ ＝tan

Ｌ

 
 
 

 

展開直角方向寸法＞展開方向寸法の場合，図 3－17 より，ワイヤロープ伸び量

δ'が，Ｌｙ（展開方向に直交する辺）の範囲に集約されて変形する。 

ワイヤロープ全体変形図を図 3－18 に示す。変形形状は図 3－18 のとおり，設

計飛来物の影響範囲（Ｌｙ'）にのみ分布荷重が発生するため放物線状となり，そ

の両端部の接線がそのままネット端部まで延長される形となる。 

 

 

図 3－18 ワイヤロープ全体変形図 
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放物線区間の変形形状は図 3－18 のとおりであり，ネット展開方向と直交する

ワイヤロープの変形後の長さをＳｙとすると，Ｓｙはδｗの関数であり， 

 ｙ ｙ ｗＳ ＝Ｓ δ  

と表される。 

また，直線区間のワイヤロープの変形後の長さの合計Ｌｓは， 

ｙ ｙ
ｓ

Ｌ －Ｌ '
Ｌ ＝

cosθ
 

と表される。 

Ｌｙ（展開方向に直交する辺）の変形後のワイヤロープ長さＳｔは， 

ｔ ｙＳ ＝Ｌ ＋δ' 

と算定されることから， 

ｙ ｙ ｓＬ ＋δ'＝Ｓ ＋Ｌ  

  ｙ ｙ
ｙ ｗ

Ｌ －Ｌ '
＝Ｓ δ ＋

cosθ
 

となり，Ｌｙ，Ｌｙ'，δ'，θは定数であることから，放物線区間のワイヤロープ

たわみ量δｗを算定することができる。 

また，直線区間のワイヤロープのたわみ量δＬは， 

ｙ ｙ
Ｌ

Ｌ －Ｌ '
δ ＝ tanθ

2
 

と算定されることから，放物線区間，直線区間を含むワイヤロープ全体のたわみ

量が， 

ｗｙ ｗ Ｌδ ＝δ ＋δ  

と算定される。 

2 2

ｘ ｘ
ｔ ｗｙ

ｘ

Ｌ Ｌ
δ＝ δ ＋ －

2 cosθ 2

   
   

   
 

より，ワイヤロープたわみ量を含めた竜巻防護ネット全体のたわみ量δｔが算定

される。 
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4. 評価条件 

4.1 荷重条件 

設計飛来物による衝撃荷重の評価条件を表 4－1 に，風圧力による荷重の評価条件を

表 4－2 に示す。 

 

表 4－1 設計飛来物による衝撃荷重の評価条件 

設計飛来物 
ｂ×ｃ 

（mm） 

ｍ 

（kg） 

Ｖ1 

（m/s） 

水平方向 鉛直方向 

鋼製材 300×200 135 51 34 

 

表 4－2 風圧力による荷重の評価条件 

Ｃ 

（－） 

Ｇ 

（－） 

ρ 

（kg/m3） 

ＶＤ 

（m/s） 

1.2 1.0 1.226 92 
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4.2 竜巻防護ネット仕様 

(1) ネット仕様 

ネット仕様を表 4－3 に示す。 

 

表 4－3 ネット仕様 

項目 記号 仕様 備考 

ネット材料 － 
硬鋼線材 

（ＪＩＳ Ｇ ３５０６） 
－ 

ネット目合い寸法 － 40mm 

電中研報告書 

ネット 1 目合いの対角寸法 ａ 56.6mm 

ネット 1 目合いの破断変位 ａｓ 13.9mm 

ネット素線の直径 ｄ' 4mm 

ネット 1 目合いの破断荷重 Ｆ1 17.2kN 

ネット 1 目合いの等価剛性 Ｋ 1239kN/m 

衝突箇所周辺の 

ネット 1 枚当たりの目合い数 
ｎ1 20 個 

ネットの素線の引張強度 σ' 1400MPa 

破断時たわみ角 θｍａｘ 36.6deg 

ネットの単位面積当たりの質量 ｍＮ 5.7kg/m2 
メーカの 

標準的な値 

ネットの充実率 φ 
0.61（5 枚＊1） 

0.44（3 枚＊1） 
計算値＊2 

注記＊1：補助金網を含む。 

  ＊2：
 

 

n
2

2

ネット目合い寸法
φ＝1－

ネット目合い寸法＋ネット素線直径

 
 
 
  

 

 



 

53 

S2
 
補

 Ⅵ
-3
-別

添
1-
3 
R0
 

(2) 竜巻防護ネット構成 

海水ポンプエリア，原子炉建物外壁及び廃棄物処理建物外壁の竜巻防護ネットの

構成を表 4－4～表 4－6 に示す。 

 

表 4－4 海水ポンプエリアの竜巻防護ネットの構成 

Ｎｏ. 

ネットサイズ 

（m） 設置方向 ネット枚数 

Ｌｘ × Ｌｙ
＊2 

1 3.570 × 4.770 水平 

2 枚 

（1 枚）＊1 

2 3.520 × 4.770 水平 

3 3.420 × 4.770 水平 

4 2.395 × 4.770 水平 

5 3.870 × 4.770 水平 

6 2.395 × 4.770 水平 

7 2.295 × 4.770 水平 

8 2.295 × 4.770 水平 

注記＊1：（ ）内は補助金網 

＊2：展開方向：展開直行方向のアスペクト比が 1：1 より小さいた 

め，Ｌｙ＝Ｌｘとして評価する。 

 

表 4－5(1) 原子炉建物外壁（2ＲＢ-ＡＧ1，ＡＧ3，ＡＧ4）の竜巻防護ネットの構成 

Ｎｏ. 

ネットサイズ 

（m） 設置方向 ネット枚数 

Ｌｘ × Ｌｙ 

1 2.705 × 2.430 鉛直 

4 枚 

（1 枚）＊ 

2 2.505 × 2.430 鉛直 

3 2.880 × 2.430 鉛直 

4 2.430 × 2.430 鉛直 

5 2.705 × 2.230 鉛直 

6 2.505 × 2.230 鉛直 

7 2.880 × 2.230 鉛直 

8 2.430 × 2.230 鉛直 

注記＊：（ ）内は補助金網 
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表 4－5(2) 原子炉建物外壁（2ＲＢ-ＡＧ2）の竜巻防護ネットの構成 

Ｎｏ. 

ネットサイズ 

（m） 設置方向 ネット枚数 

Ｌｘ × Ｌｙ 

1 2.580 × 2.430 鉛直 4 枚 

（1 枚）＊ 2 2.580 × 2.230 鉛直 

注記＊：（ ）内は補助金網 

 

表 4－5(3) 原子炉建物外壁（2ＲＢ-ＡＧ5）の竜巻防護ネットの構成 

Ｎｏ. 

ネットサイズ 

（m） 設置方向 ネット枚数 

Ｌｘ × Ｌｙ 

1 3.330 × 2.180 鉛直 4 枚 

（1 枚）＊ 2 3.330 × 1.980 鉛直 

注記＊：（ ）内は補助金網 

 

表 4－5(4) 原子炉建物外壁（2ＲＢ-3）の竜巻防護ネットの構成 

Ｎｏ. 

ネットサイズ 

（m） 設置方向 ネット枚数 

Ｌｘ × Ｌｙ 

1 2.430 × 2.080 鉛直 
4 枚 

（1 枚）＊ 

注記＊：（ ）内は補助金網 

 

表 4－5(5) 原子炉建物外壁（2ＲＢ-Ｍ4）の竜巻防護ネットの構成 

Ｎｏ. 

ネットサイズ 

（m） 設置方向 ネット枚数 

Ｌｘ × Ｌｙ 

1 2.580 × 1.990 鉛直 
4 枚 

（1 枚）＊ 

注記＊：（ ）内は補助金網 
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表 4－5(6) 原子炉建物外壁（2ＲＢ-ＢＯＰ2，ＢＯＰ3）の竜巻防護ネットの構成 

Ｎｏ. 

ネットサイズ 

（m） 設置方向 ネット枚数 

Ｌｘ × Ｌｙ 

1 2.830 × 2.630 鉛直 
4 枚 

（1 枚）＊ 
2 2.830 × 2.430 鉛直 

3 2.460 × 2.080 鉛直 

4 2.630 × 2.130 水平 2 枚 

（1 枚）＊ 5 2.430 × 2.130 水平 

注記＊：（ ）内は補助金網 

 

表 4－6 廃棄物処理建物外壁（2ＲｗＢ-ＡＧ1）の竜巻防護ネットの構成 

Ｎｏ. 

ネットサイズ 

（m） 設置方向 ネット枚数 

Ｌｘ × Ｌｙ 

1 2.480 × 2.130 鉛直 
4 枚 

（1 枚）＊ 

注記＊：（ ）内は補助金網 

 

(3) ワイヤロープ 

ワイヤロープの仕様を表 4－7 に示す。 

 

表 4－7 ワイヤロープの仕様 

評価対象部位 仕様 径 
破断荷重Ｆ2 

（kN） 
ワイヤグリップ効率ＣＣ 

ワイヤロープ 7×7 φ16 165＊1 0.8＊2 

注記＊1：ＪＩＳ Ｇ ３５４９の破断荷重 

  ＊2：ＪＩＳ Ｂ ２８０９及び（社）日本道路協会「小規模吊橋指針・同解説」 
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(4) 接続冶具（支持部） 

a. ターンバックル 

ターンバックルの仕様を表 4－8 に示す。 

 

表 4－8 ターンバックルの仕様 

評価対象部位 
規格値Ｆ3 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

ターンバックル 86.8＊ 130 

注記＊：ＪＩＳ Ａ ５５４０の保証荷重 

 

b. シャックル 

シャックルの仕様を表 4－9 に示す。 

 

表 4－9 シャックルの仕様 

評価対象部位 
規格値Ｆ4 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

シャックル 78.4 156＊ 

注記＊：試験結果に基づくメーカ保証値 

 

(5) 接続冶具（固定部） 

a. 隅角部固定ボルト 

隅角部固定ボルトの評価条件を表 4－10 に示す。 

 

表 4－10 隅角部固定ボルトの評価条件 

評価対象部位 ボルト径 強度区分 
ボルト本数 

ｎ2 

隅角部固定ボルト Ｍ27 8.8 3 

 

b. 取付けプレート 

取付けプレートの評価条件を表 4－11 に示す。 

 

表 4－11 取付けプレートの評価条件 

評価対象部位 
取付けプレート 

母材 

プレート長さ 面取り長さ 

Ｌ 

（mm） 

溶接脚長 

Ｓｗ 

（mm） 

Ｌｐ1 

（mm） 

Ｌｐ2 

（mm） 

取付けプレート SS400 90 130 20 7 
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5. 強度評価結果 

5.1 吸収エネルギ評価 

竜巻による設計飛来物衝突時の吸収エネルギ評価結果を表 5－1～表 5－3 に示す。 

全ての竜巻防護ネットにおいて，作用する全外力エネルギＥｔは，ネットの限界吸

収エネルギＥｍａｘ'を下回っている。 

 

(1) 海水ポンプエリア竜巻防護ネット 

 

表 5－1 海水ポンプエリア竜巻防護ネットの吸収エネルギ評価結果 

Ｎｏ. 
Ｅｔ 

（kJ） 

許容限界 

（kJ） 

1 83.0 244.3 

2 82.9 253.2 

3 82.6 239.6 

4 80.3 120.3 

5 83.9 304.6 

6 80.3 120.3 

7 80.1 110.9 

8 80.1 110.9 

 

(2) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット 

 

表 5－2(1) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ1，ＡＧ3，ＡＧ4）の 

吸収エネルギ評価結果 

Ｎｏ. 
Ｅｔ 

（kJ） 

許容限界 

（kJ） 

1 177.1 247.3 

2 176.9 226.4 

3 177.3 264.0 

4 176.8 222.9 

5 177.0 207.7 

6 176.8 190.2 

7 177.2 221.7 

8 176.7 187.2 
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表 5－2(2) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ2）の 

吸収エネルギ評価結果 

Ｎｏ. 
Ｅｔ 

（kJ） 

許容限界 

（kJ） 

1 177.0 235.2 

2 176.8 197.5 

 

表 5－2(3) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ5）の 

吸収エネルギ評価結果 

Ｎｏ. 
Ｅｔ 

（kJ） 

許容限界 

（kJ） 

1 177.8 279.9 

2 177.6 253.9 

 

表 5－2(4) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-3）の 

吸収エネルギ評価結果 

Ｎｏ. 
Ｅｔ 

（kJ） 

許容限界 

（kJ） 

1 176.6 194.4 

 

表 5－2(5) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-Ｍ4）の 

吸収エネルギ評価結果 

Ｎｏ. 
Ｅｔ 

（kJ） 

許容限界 

（kJ） 

1 176.7 177.1 

 

表 5－2(6) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＢＯＰ2，ＢＯＰ3）の 

吸収エネルギ評価結果 

Ｎｏ. 
Ｅｔ 

（kJ） 

許容限界 

（kJ） 

1 177.4 282.6 

2 177.3 260.5 

3 176.6 194.6 

4 79.1 106.0 

5 78.9 98.6 
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(3) 廃棄物処理建物外壁竜巻防護ネット 

 

表 5－3 廃棄物処理建物外壁竜巻防護ネット（2ＲｗＢ-ＡＧ1）の 

吸収エネルギ評価結果 

Ｎｏ. 
Ｅｔ 

（kJ） 

許容限界 

（kJ） 

1 176.7 181.0 
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5.2 破断評価 

(1) ネット 

竜巻による設計飛来物衝突時の破断評価結果を表 5－4～表 5－6 に示す。 

全ての竜巻防護ネットにおいて，設計飛来物による衝撃荷重Ｆａ'は，ネットの許

容荷重を下回っている。 

 

a. 海水ポンプエリア竜巻防護ネット 

 

表 5－4 海水ポンプエリア竜巻防護ネットの 

破断評価結果 

Ｎｏ. 
Ｆａ' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 276 

688 

2 282 

3 286 

4 330 

5 273 

6 330 

7 336 

8 336 

 

b. 原子炉建物外壁竜巻防護ネット 

 

表 5－5(1) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ1，ＡＧ3，ＡＧ4）の 

破断評価結果 

Ｎｏ. 
Ｆａ' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 630 

1376 

2 663 

3 603 

4 680 

5 600 

6 632 

7 575 

8 649 
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表 5－5(2) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ2）の 

破断評価結果 

Ｎｏ. 
Ｆａ' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 651 
1376 

2 620 

 

表 5－5(3) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ5）の 

破断評価結果 

Ｎｏ. 
Ｆａ' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 531 
1376 

2 516 

 

表 5－5(4) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-3）の 

破断評価結果 

Ｎｏ. 
Ｆａ' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 655 1376 

 

表 5－5(5) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-Ｍ4）の 

破断評価結果 

Ｎｏ. 
Ｆａ' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 602 1376 

 

表 5－5(6) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＢＯＰ2，ＢＯＰ3）の 

破断評価結果 

Ｎｏ. 
Ｆａ' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 625 

1376 2 611 

3 648 

4 286 
688 

5 303 
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c. 廃棄物処理建物外壁竜巻防護ネット 

 

表 5－6 廃棄物処理建物外壁竜巻防護ネット（2ＲｗＢ-ＡＧ1）の 

破断評価結果 

Ｎｏ. 
Ｆａ' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 630 1376 

 

(2) ワイヤロープ 

竜巻による設計飛来物衝突時の強度評価結果を表 5－7～表 5－9 に示す。 

ワイヤロープが負担する荷重Ｔ 1''は，ワイヤロープの許容荷重を下回っている。 

 

a. 海水ポンプエリア竜巻防護ネット 

 

表 5－7 海水ポンプエリア竜巻防護ネットの 

ワイヤロープ強度評価結果 

Ｎｏ. 
Ｔ1'' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 87 

132 

2 90 

3 90 

4 91 

5 90 

6 91 

7 91 

8 91 
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b. 原子炉建物外壁竜巻防護ネット 

 

表 5－8(1) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ1，ＡＧ3，ＡＧ4）の 

ワイヤロープ強度評価結果 

Ｎｏ. 
Ｔ1'' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 94 

132 

2 98 

3 92 

4 100 

5 87 

6 91 

7 85 

8 93 

 

表 5－8(2) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ2）の 

ワイヤロープ強度評価結果 

Ｎｏ. 
Ｔ1'' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 97 
132 

2 89 

 

表 5－8(3) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ5）の 

ワイヤロープ強度評価結果 

Ｎｏ. 
Ｔ1'' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 82 
132 

2 78 

 

表 5－8(4) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-3）の 

ワイヤロープ強度評価結果 

Ｎｏ. 
Ｔ1'' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 94 132 
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表 5－8(5) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-Ｍ4）の 

ワイヤロープ強度評価結果 

Ｎｏ. 
Ｔ1'' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 85 132 

 

表 5－8(6) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＢＯＰ2，ＢＯＰ3）の 

ワイヤロープ強度評価結果 

Ｎｏ. 
Ｔ1'' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 96 

132 

2 93 

3 93 

4 77 

5 80 

 

c. 廃棄物処理建物外壁竜巻防護ネット 

 

表 5－9 廃棄物処理建物外壁竜巻防護ネット（2ＲｗＢ-ＡＧ1）の 

ワイヤロープ強度評価結果 

Ｎｏ. 
Ｔ1'' 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

1 89 132 

 

(3) 接続冶具（支持部） 

a. ターンバックル  

竜巻による設計飛来物衝突時の強度評価結果を表 5－10 に示す。 

発生荷重は，ターンバックルの許容限界を下回っている。 

 

表 5－10 ターンバックルの強度評価結果 

評価対象部位 
発生荷重＊ 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

ターンバックル 100 130 

注記＊：ワイヤロープの張力が最大である，原子炉建物外壁竜巻防護ネット 

（2ＲＢ-ＡＧ1，ＡＧ3，ＡＧ4）のＴ1''の値を示す。  
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b. シャックル 

竜巻による設計飛来物衝突時の強度評価結果を表 5－11 に示す。 

発生荷重は，シャックルの許容限界を下回っている。 

 

表 5－11 シャックルの強度評価結果 

評価対象部位 
発生荷重＊ 

（kN） 

許容限界 

（kN） 

シャックル 100 156 

注記＊：ワイヤロープの張力が最大である，原子炉建物外壁竜巻防護ネット 

（2ＲＢ-ＡＧ1，ＡＧ3，ＡＧ4）のＴ1''の値を示す。 

 

(4) 接続冶具（固定部） 

a. 隅角部固定ボルト 

接続冶具（固定部）のうち，隅角部固定ボルトの竜巻による設計飛来物衝突時

の強度評価結果を表 5－12 に示す。 

ワイヤロープが負担する荷重Ｔ1’’による発生応力は，隅角部固定ボルトの許

容限界を下回っている。 

 

表 5－12 隅角部固定ボルトの強度評価結果 

評価対象部位 
発生応力＊ 

（MPa） 

許容限界 

（MPa） 

隅角部固定ボルト 117 323 

注記＊：ワイヤロープの張力が最大である，原子炉建物外壁竜巻防護ネット 

（2ＲＢ-ＡＧ1，ＡＧ3，ＡＧ4）の値を示す。 

 

b. 取付けプレート 

取付けプレート溶接部の竜巻による設計飛来物衝突時の強度評価結果を表 5－

13 に示す。 

ワイヤロープが負担する荷重Ｔ1’’による発生応力は，取付けプレート溶接部

の許容限界を下回っている。 
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表 5－13 取付けプレート溶接部の強度評価結果 

評価対象部位 
発生応力＊ 

（MPa） 

許容限界 

（MPa） 

取付けプレート溶接部 101 135 

注記＊：ワイヤロープの張力が最大である，原子炉建物外壁竜巻防護ネット 

（2ＲＢ-ＡＧ1，ＡＧ3，ＡＧ4）の値を示す。 
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5.3 たわみ評価 

竜巻による設計飛来物衝突時のたわみ評価結果を表 5－14～表 5－16 に示す。 

全ての竜巻防護ネットにおいて，設計飛来物の衝突による竜巻防護ネット全体のた

わみ量δｔは，竜巻防護ネットと外部事象防護対象施設の最小離隔距離Ｌｍｉｎを下回

っている。 

 

(1) 海水ポンプエリア竜巻防護ネット 

 

表 5－14 海水ポンプエリア竜巻防護ネットの 

たわみ評価結果 

Ｎｏ. 

最大たわみ量 

δｔ 

（m） 

最小離隔距離 

Ｌｍｉｎ 

（m） 

1 1.78 

2.85 

2 1.78 

3 1.79 

4 2.00 

5 1.71 

6 2.00 

7 2.02 

8 2.02 
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(2) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット 

 

表 5－15(1) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ1，ＡＧ3，ＡＧ4）の 

たわみ評価結果 

Ｎｏ. 

最大たわみ量 

δｔ 

（m） 

最小離隔距離 

Ｌｍｉｎ 

（m） 

1 1.11 

1.51 

2 1.06 

3 1.15 

4 1.03 

5 1.13 

6 1.08 

7 1.17 

8 1.05 

 

表 5－15(2) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ2）の 

たわみ評価結果 

Ｎｏ. 

最大たわみ量 

δｔ 

（m） 

最小離隔距離 

Ｌｍｉｎ 

（m） 

1 1.07 
1.51 

2 1.09 

 

表 5－15(3) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＡＧ5）の 

たわみ評価結果 

Ｎｏ. 

最大たわみ量 

δｔ 

（m） 

最小離隔距離 

Ｌｍｉｎ 

（m） 

1 1.26 
1.51 

2 1.27 
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表 5－15(4) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-3）の 

たわみ評価結果 

Ｎｏ. 

最大たわみ量 

δｔ 

（m） 

最小離隔距離 

Ｌｍｉｎ 

（m） 

1 1.04 1.51 

 

表 5－15(5) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-Ｍ4）の 

たわみ評価結果 

Ｎｏ. 

最大たわみ量 

δｔ 

（m） 

最小離隔距離 

Ｌｍｉｎ 

（m） 

1 1.10 1.26 

 

表 5－15(6) 原子炉建物外壁竜巻防護ネット（2ＲＢ-ＢＯＰ2，ＢＯＰ3）の 

たわみ評価結果 

Ｎｏ. 

最大たわみ量 

δｔ 

（m） 

最小離隔距離 

Ｌｍｉｎ 

（m） 

1 1.13 
3.11 

2 1.14 

3 1.05 3.16 

4 1.05 
2.69 

5 1.00 

 

 

 



 

70 

S2
 
補
 Ⅵ

-3
-別

添
1
-3
 R
0E
 

(3) 廃物処理建物外壁竜巻防護ネット 

 

表 5－16 廃物処理建物外壁竜巻防護ネット（2ＲｗＢ-ＡＧ1）の 

たわみ評価結果 

Ｎｏ. 

最大たわみ量 

δｔ 

（m） 

最小離隔距離 

Ｌｍｉｎ 

（m） 

1 1.07 1.51 

 




